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1.背景
運動は心臓疾患や糖尿病，がんなどの病気の予防，健
康的な体重の維持，認知症の発症を遅らせる効果など，
身体的だけでなく精神的にもメリットがある．しかし，
世界保健機関（WHO）が 2016年に行った調査による
と，世界で 14億人以上が運動不足であることが示され
ており，この傾向は 2001年から改善されていない [1]．
また，新型コロナウイルスの感染拡大により外出する
頻度が減り，運動不足の傾向はより強くなることが予
想される．
　運動不足の解決策としては様々な方法が考えられる．
ジムでのトレーニングは専門知識を持つトレーナーの
指導の下，安全にトレーニングを行うことが可能だが，
高額な費用が必要な場合がある．またジムに行く時間
を自分で作らなければならないため，モチベーション
の維持が課題となる．自己流のトレーニングは高額な
費用を払うことなく行うことができるが，誤った方法
での実施や過度な負荷など，ケガのリスクが高くなる
ことが懸念される．またジムでのトレーニングと同様
にモチベーションの維持が課題である．それらに加え
て EMS機器を使ったトレーニングも存在する．EMS
機器は電気を用いて筋肉を刺激するものであり，これ
はリハビリでのトレーニングで使用されることが多く，
スポーツトレーニングに対しても有効性が示されてい
る [2]．その中でも近年登場した EMSベルトは別の作
業を行っていても，装着するだけで筋肉に刺激を送る
ことが可能である．したがって前に挙げた二つのトレー
ニング方法における課題である，運動する時間を自分
で捻出しなければならないというモチベーションの低
下要因の解決策となる．しかし同じ部位で繰り返し使
用すると筋肉疲労を引き起こし，ユーザが気づかぬう
ちに筋肉を傷つけてしまう危険性がある．また，ペー
スメーカーや人工心肺等の医用電気機器と併用すると
誤作動を招き，身体に著しい障害をもたらす恐れがあ
る [3]．
　スポーツ庁が 2019年に実施したスポーツの実施状況
等に関する世論調査 [4]では，運動・スポーツを実施す
る頻度が減った，またはこれ以上増やせない（増やさ
ない）理由として，最も多い回答が「仕事や家事が忙
しいから」であった．このことから運動を習慣づける
ためには，仕事や家事をしながら実施できるような運
動を日常生活に取り入れることが望ましい．本研究で
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はこの要件を満たす運動方法として，「ながら運動」[5]
を取り上げる．ながら運動とは他の作業を行いながら，
筋力を使って運動効果を得る動作のことである．なが
ら運動には，普段運動する時間がない人でも日常の行
動の中に運動を組み込むことができ，ケガのリスクが
低い適切な運動強度で誰でも行えるという利点がある．
しかし，ユーザの主作業を妨げないような運動種目を
提案し，その運動種目の認識とフィードバックを行う
システムに関する研究は見つかっていない．
　したがって，本稿ではながら運動を促進するための
システムを提案する．ケーススタディとして，デスク
ワーク時に実施可能なながら運動を促進するためのシ
ステムの設計と実装を行い，ながら運動の継続を可能
とする提案方法を調査する．調査結果から明らかになっ
た課題や，ながら運動促進システムの一般化に向けて，
ユーザが行う様々な作業内容から適切なながら運動種
目の決定を行う機能の設計について述べる．

2.関連研究
運動不足解消のために働きかけを行う研究について
説明する．Consolvoら [6]は，日常生活の運動意識を
向上させるための手段として，十分に活用されていな
い携帯電話の背景画面とスクリーンセーバーでの情報
提示の有効性を調査した．この調査から，携帯電話の
背景画面にユーザ自身の活動内容や身体情報を抽象的
に表示することで，ユーザの意識を高め行動に影響を
与えられたことが明らかになった．また，Klasnjaらに
よる研究 [7]では，身体活動を促進することを目的と
した二つのシステムの開発と評価を行った研究から得
られた教訓について述べられている．これらの研究よ
り，健康を維持するための目標の持続のサポートと様々
な種類の健康的な行動の奨励を行い，社会的支援を促
進することで，行動を効果的に動機づけるシステムを
開発できることが明らかになった．これらの研究では，
運動へのモチベーション維持が可能だが，実際に運動
を行う際は意識的に運動のための時間を確保する必要
がある．普段運動しない人にとっては意識的に時間を
確保せずに運動を行える方がより参加障壁が低くなる
可能性がある．本研究では，ユーザが何らかの作業を
行っている間に，システムによってながら運動を支援
するため，意識的に運動時間を確保する必要がない．
　運動量の評価の一環として，椅子を用いたセンシン
グや行動認識の研究について注目する．椅子をセンシ
ングデバイスとして使用するために必要な，座る頻度
や姿勢，どの椅子に座っているかという情報がGriffiths
ら [8]によって調査された．椅子の使用に関する調査結
果では，被験者の 55%が 1日 9時間以上座っているこ
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とが分かり，そのうちの 20%は 1日 14時間以上座って
いることが明らかになった．また座る椅子はある程度
固定されており，被験者自身のみの使用であることも
明らかになった．それに加え，被験者の多数が背もた
れと肘掛けを使用していることが判明した．また，Tan
らは表面の圧力分布パターンをリアルタイムで監視す
るセンシングチェアに基づく静的姿勢分類システムの
開発 [9]を行い，Rohらは椅子の座面に取り付けられ
た 4つのセンサだけを使用して 6種類の座位を測定す
る座位監視システムで測定した体重比に様々な機械学
習アルゴリズムを適用し，着座した人の実際の座位を
最も正確に分類する方法を特定した [10]．さらに Ren
らによる研究 [11]では，座位姿勢を測定し腰と背中の
ストレッチ運動を支援する相互作用システムの設計を
行った．このシステムは，パッド上の体重分布を感知
することで，ユーザの座っている姿勢を検出し，姿勢
変化の推移を示す．また，音とアニメーションによる
フィードバックを行うことで着座姿勢が長い場合にス
トレッチ運動を行うよう促す．このように，多くの研
究で着座姿勢の認識に留まり，着座中に実施可能な運
動についての認識は扱われていないことから本研究で
新たに開発する．
　ユーザがデスクワークを行いながら身体活動を行う
ことを促す研究も存在する．Shimizuらによる研究 [12]
では，コンピュータのキー入力を体の動きに置き換える
運動システムを提案している．提案されたシステムは，
ユーザが作業を行いながら歩行等の身体活動と同程度
の運動を行うように促すことと，日常生活で不足して
いる身体活動をデスクワーク中の体の動きによって補
うことを目的とし，歩行と同等の負荷がかかる体の動
き（膝や足首を曲げたり伸ばしたりする動作）にキー
を割り当て，元のキーボードに割り当てられたキーを
無効にすることで，自然に運動を行うことが可能にな
る．この研究はキーボードでの入力作業を行いながら
運動可能である点において，ながら運動促進システム
と類似している．この先行研究を踏まえて，本研究で
はまずユーザの作業種目の一例としてデスクワークを
取り上げ，デスクワーク中に適したながら運動種目の
提案と運動の認識，実施後のフィードバックを行うシ
ステムの設計と実装を行う．さらに実装したシステム
を用いた評価実験から得られた知見より，ユーザが行
う作業種目を限定せずに運動の提案を実施することを
目指す．

3.ながら運動促進のための基盤システム
まず，ながら運動を促進するためのシステムに必要
とされる要件を定義する．本システムで求められる要
件は以下の三つである．

1. ユーザが作業に使用している道具（器具）による
センシングが可能

2. ユーザの作業内容に沿ったながら運動の提案が可能

3. ながら運動の実施後に適切なフィードバックの実
施が可能

第 1項が可能となれば，本システム専用のセンサを
装着する必要がなくなる．また，第 2項を満たすシス
テムを実現することによって，システムによるユーザ
が行う作業への干渉を防ぐことができる．さらに，第
3項の実現により，運動を実施するモチベーションの維
持が可能となる．
　これらの要件を踏まえた基盤システム構成を図 1に
示す．はじめに，図 1Aに示すようにユーザが使用して
いる機器から取得したデータをもとに，デスクワーク
や運動中などのユーザ状態を検出する．図 1Bに示すよ
うにデスクワークなどの作業の実施を検出した場合は，
ながら運動の実施に適しているユーザの活動種目一つ
に注目する．その後，図 1Cに示すようにあらかじめ
作成したルールデータベースからユーザの活動種目に
合わせたながら運動の種目を決定する．図 1Dに示す
ように決定したながら運動の情報はユーザが使用して
いる機器に提案メッセージとして送信する．また，図
1Eに示すように機器からながら運動の実施状態を検出
した場合は，ながら運動の実施時間や運動フォームの
評価を行う．評価結果のフィードバックは情報提示に
適した機器（PC，スマートウォッチなど）へ行う．図
1Fに示すように運動終了直後の即時的フィードバック
と作業終了後などのまとめフィードバックの 2種類に
分けて行うことで，ながら運動実施のモチベーション
を維持することを目指している．

図 1: 基盤システム構成

4.デスクワーク時におけるながら運動促進システム
3章で述べたシステム構成をもとに設計と実装を行っ
た，デスクワーク時を対象としたながら運動を促進す
るためのシステムについて説明する．デスクワークは
文書作成やオンライン会議への参加等，椅子に着席し
て行う作業が中心である．そのため，提案するながら
運動は着座中に実施可能な運動が適切である．したがっ
て，本システムで提案する運動は，膝引き上げ腹筋運
動 [5]に決定した．この運動は腹筋や大腰筋に有効な運
動であり，姿勢改善や肩こりと腰痛の防止効果等があ
るため，デスクワーク時に最適なながら運動であると
いえる．
4.1.システム構成
本システムは，椅子に設置した圧力センサを用いて
着席状態や運動実施状態等の判定と評価を行い，Slack
を用いて運動の提案やフィードバックを送信する．送信
された情報はユーザが使用するPCへのプッシュ通知と
ともに，Slack上で表示することが可能である．Slack
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は PCだけでなくスマートフォンなどでも利用可能で
あるが，本システムを利用するユーザは PCを利用し
たデスクワーク中であることを前提条件として定めて
いるため，PCへのプッシュ通知を利用してユーザにな
がら運動の提案やフィードバックを実施する．図 2に
開発したシステムの構成図（同図左）と作製した椅子
デバイスの様子（同図右）を示す．本システムは図 1
で示した基盤システムの構成と対応している．データ
取得部とデータ分析部は図 1A，B，Cに対応し，情報
提示部は同図 1D，E，Fに対応している．

図 2: デスクワーク時におけるながら運動促進システム
（左：システム構成　右：椅子デバイス）

4.1.1.椅子デバイス
椅子デバイスは，椅子の座面に 28cm四方の格子状

（7cm間隔）に設置し，背もたれには 15cm四方の正方
形の頂点に合計 29個の圧力センサを設置している．す
べての圧力センサは Raspberry Pi3（RP3）に接続さ
れ，データを取得している．なお，RP3は無線 LAN
でネットワークに接続されている．また，椅子の後部
に箱を設置し，RP3 とセンサ制御回路，モバイルバッ
テリーを収納している．これにより，接続ケーブル等
が実験の妨げになることがなく実施することが可能に
なる．
4.1.2.データ取得部
データ取得部では，椅子デバイスから圧力センサの
値を取得している．圧力センサから 10Hzでサンプリ
ングして，各センサのキューにデータを格納する．後
続のデータ分析部の処理と別のスレッドで実行するこ
とで，データ処理やデータ分析の遅延による影響を軽
減することが可能である．
4.1.3.データ分析部
データ分析部では，データ取得部で取得した圧力セ
ンサ 29個の生データのウィンドウ処理やデータ分割等
の前処理を行い，分割した区間データに対して状態判
定を行う．動的時間伸縮法（以下，DTWとする）を用
いて，29次元の圧力センサデータと事前に収集したテ
ンプレートの DTW距離を算出し，各センサごとに上
位 3状態を定め，順位に沿った重み付けを行った後に多
数決によって一つの状態を決定する．本システムでは以

下に示す全 9状態の認識が可能である．なお，事前に後
述の評価実験の被験者から全 9状態のデータを 10個ず
つ収集し，DTWのテンプレートデータとした．また，
その後新たに全 9状態のデータを 5個ずつ収集し，判
定精度の検証を行うためのテストデータとした．各状
態の判定精度を検証した結果，F値は 0.622であった．

状態 0： 退席
状態 1： 着席（背もたれ使用）
状態 2： 着席（背もたれ不使用）
状態 3： 膝引き上げ腹筋（背もたれ不使用・両足）
状態 4： 膝引き上げ腹筋（背もたれ不使用・右足）
状態 5： 膝引き上げ腹筋（背もたれ不使用・左足）
状態 6： 膝引き上げ腹筋（背もたれ使用・両足）
状態 7： 膝引き上げ腹筋（背もたれ使用・右足）
状態 8： 膝引き上げ腹筋（背もたれ使用・左足）

膝引き上げ腹筋運動を行う際は背もたれを使用せず
に両足を上げることが望ましいが，負荷が大き過ぎる
と感じる可能性を考慮して，片足のみを上げる動作も
認識できるようにする．背もたれを使用しながら両足を
上げる動作は腰に過度な負担がかかる恐れがあり，また
背もたれを使用しながら片足を上げる動作は負荷が大
幅に小さくなるため望ましくない姿勢として判定する．
4.1.4.情報提示部
情報提示部では，データ分析部で決定したユーザの
状態をもとに運動の提案やフィードバックを送信する．
Slackを介して送信された情報は，PC画面へのプッシュ
通知や Slackアプリ上で表示することが可能である．本
システムは，運動の提案と運動実施後のフィードバッ
クの 2種類を実施し，プッシュ通知，イメージ図，実
施方法，効果がある部位，目標という 5つの運動提案
要素と，プッシュ通知，グラフという 2つのフィード
バック要素をユーザへの提示情報として採用した．
　運動の提案は，まず図 3左にあるようなメッセージ
が PCへのプッシュ通知として発出され，利用者が通
知を選択すると同図右にあるような，膝引き上げ腹筋
運動のイメージ図や実施方法，効果のある部位に加え
てモチベーション維持のために目標を記載した説明書
が表示される．1日のながら運動の実施目安は 30分 [5]
であるため，1日の活動時間を 18時間とすると，今回
の評価実験の作業時間（30分）当たりのながら運動の
実施時間は 50秒になる．したがって，目標時間を「8
秒キープ× 6セット」と定めた．運動実施後のフィー
ドバックは，図 4左のメッセージが PCへのプッシュ
通知として発出される．通知を選択すると同図右にあ
るような，膝引き上げ腹筋運動の各部位別の実施回数
と運動の実施時間を示すグラフ画像が表示される．こ
の結果を用いることで，実施した運動の内容や目標時
間との差を提示することが可能になる．また，最新の
データが格納された位置に印をつけることで，今回の
運動がどの位置に示されているのかが一目で分かるよ
うになっている．
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図 3: ユーザへの提案情報
（左：プッシュ通知内容　右：提案内容）

図 4: ユーザへのフィードバック情報
（左：プッシュ通知内容　右：フィードバック内容）

5.評価実験
本章では，デスクワーク中の実施に適し，なおかつ
運動の継続が可能となる提案方法の調査を目的とした
評価実験とその考察について述べる．
5.1.方法
評価実験は 20代の 11名（男性：7名，女性：4名）を
対象に行った．デスクワークの内容は動画視聴を採用
した．これは，文章入力，動画視聴，発表の三つのタス
クで予備実験を行い，動画視聴が最も運動実施回数が
多かったためである．適切な提案方法の調査は以下の
4種類の方法について，30分ずつ動画を視聴しながら
被験者の好きなタイミングで運動を実施してもらった．
1. 紙の説明書（図 3右）のみ提示（システム不使用）
2. システム開始時だけ送信
3. 着席状態へ移行時に常時送信
4. 着席状態へ移行時にランダムで送信
第 2項は，システムの開始直後のみ提案メッセージ
を送信する方法である．なお，システムの開始は被験
者が作業を開始した直後を想定している．第 3項は，着
席状態に移行した場合に毎回提案メッセージを送信す
る方法である．第 4項は，着席状態に移行した場合に
ランダム（確率 1/2）に提案メッセージを送信する方法
である．第 2項から第 4項では運動実施後にフィード
バックを送信する．全提案方法の体験後，運動の実施

しやすさと再度実施しようと思えたかについて，5段
階で被験者にアンケートを行った．また，システムか
ら発せられる運動の提案と実施時のフィードバックに
ついて，内容の明瞭性と必要性についても同様に 5段
階で回答してもらった．

5.2.結果
各提案方法の実施しやすさと再度実施しようと思え
たかについての評価結果を表 1に示す．数値は大きい
ほど良い評価を表している．各提案内容の明瞭性と必
要性の評価結果を表 2に，フィードバック内容の評価
結果を表 3に示す．

表 1: 提案方法の評価結果（5段階）
紙面 開始 常時 ランダム

実施しやすさ 2.9 3.5 3.0 4.0
また実施しようと思えたか 2.1 3.1 2.5 3.8

表 2: 提案内容の評価結果（5段階）
プッシュ通知 イメージ図 実施方法 効果がある部位 目標

明瞭性 3.8 4.6 4.0 3.9 4.8
必要性 4.5 3.9 3.5 3.4 4.0

表 3: フィードバック内容の評価結果（5段階）
プッシュ通知 グラフ

明瞭性 3.3 4.0
必要性 4.1 4.2

5.3.考察
表 1から，着席状態へ移行時にランダムに提案メッ
セージを送信する方法が，実施のしやすさと継続意欲
の点から最も好まれたことが分かる．これはシステム
開始時だけ送信する方法や着席状態へ移行時に常時送
信する方法に比べて通知量が適切であったためと考え
られる．また紙面による提案方法の場合は，運動実施
が自らの意志の強さに依存しているため，低評価となっ
たと考えられる．
　また本実験で採用した 5つの運動提案要素（プッシュ
通知，イメージ図，実施方法，効果がある部位，目標）
のうち，目標の提示が最も重要であると評価されてい
ることが表 2から分かる．プッシュ通知については必
要性については評価が高かったが，明瞭性の評価が他
の要素と比べて低いことが読み取れる．これより，プッ
シュ通知は運動実施のリマインダーの役割を果たして
いるが，通知内容は運動種目を端的に示す等，検討の
必要があるといえる．また，実施方法や効果がある部
位については必要性の評価が低かった．これらの要素
は文字数が他の項目に比べて多く，またイメージ図等
で代用可能であったため，評価が低くなったと考えら
れる．それに加え，被験者から提案の通知タイミング
に関して「タスクへの集中が途切れたタイミングに通
知してほしい」という回答や「運動終了後一定時間が
経過したら通知してほしい」という回答が多数得られ
た．これより集中力を欠いている時にながら運動の通
知を行うことによって，タスクへの集中とながら運動
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の促進の両方の効果を得ることができると考えられる．
　表 3より，結果通知要素（プッシュ通知，グラフ）は
概ね必要であるといえる．しかし，プッシュ通知の明
瞭性に関しては他要素に比べて評価が低くなった．こ
れは，通知文にモチベーション維持のための文章と運
動姿勢の評価結果を含めたため，文字数が多く読みづ
らいことが原因であると考えられる．実際に被験者へ
のアンケートで「運動姿勢の評価結果が分かりにくい」
という回答が得られた．また，他に必要なフィードバッ
ク内容について被験者にアンケートを実施したところ，
「運動した部位の図」という回答があった．運動した部
位を図で表現することで，どの箇所を使ったのかが一
目で分かるという利点がある．文章量が多いと明瞭性
が低くなるため，図の有効活用が必要であるといえる．

6.ながら運動促進システムの一般化に向けて
上記の考察を踏まえて，ながら運動促進システムの
一般化に向けた課題とその解決方針を述べる．
6.1.基盤システム構成の改良
今回の実験で得られたながら運動促進に有効な情報提
示手法を要約すると，以下の三つが重要な要素である．

� 緊急性が低い作業時にながら運動の提案の実施
� 適切な通知量とタイミングの考慮
� 図表を活用した端的な内容の提案とフィードバッ
クの実現

これらの要素を念頭に，図 1で示した基盤システム
の初期構成を更新したものを図 5に示す．

図 5: 改良した基盤システム構成

図 5中の Xと Yが初期構成からの追加機能である．
図 5Xに示すように，ユーザの作業状態の検出を行う
際に緊急度が低く，中断可能な作業の実施を検出した
場合は，提案するながら運動の決定を行う．緊急度が
高く，中断不可能な作業の実施を検出した場合は，な
がら運動の提案を実施せずにユーザの状態検出を続け
る．検出精度を高めるために，作業ごとの緊急度や中断
可否を判定するデータベースを別途作成する．その後，
図 5Yに示すように，ながら運動の提案情報やフィー
ドバック情報をユーザに提示する最適なタイミングを
検出する．通知回数や通知間隔を考慮して，ユーザが
行う作業を妨げないタイミングでプッシュ通知等によ
る情報提示を行う．今後は再検討した基盤システム構

成をもとに，任意の作業種目に適したながら運動種目
の提案機能やユーザが行う作業における緊急性と中断
可否の判定機能について，調査を元にして追加し，端
的な内容の提案とフィードバックを適切な通知量とタ
イミングで実施するシステムを設計する．特に，任意
の作業種目に適したながら運動種目の提案機能はシス
テムの一般化に向けて最も重要であると考える．次節
にてこの機能の実現方針を説明する．
6.2.作業内容に適したながら運動種目の決定
様々なシチュエーションに適したながら運動促進シ
ステムを設計するに当たり，次に示す 3種類の情報か
ら適切なながら運動種目の提案を行う．

� 体勢
� 主作業部位
� 環境情報
体勢は代表的な体位である「立位」，「座位」，「臥位」
に加え，移動中の場合を考慮した「歩行」の 4状態に
分類する．これは体勢によって可能な運動が異なるた
めである．また，主作業部位は「上半身の使用」，「下半
身の使用」の 2状態に分類する．主作業部位を識別す
ることにより，ユーザが行っている作業に使用してい
る部位とながら運動で使用する部位の重複を防ぐ．し
たがって体勢と主作業部位の情報により，ユーザの作
業内容を考慮した運動種目を提案することが可能にな
る．これらの 2情報は加速度センサをユーザの左手首
と右太ももに装着して取得する．これらのセンサの装
着位置はユーザが普段から装着，携帯しているデバイ
スを想定しており，左手首はスマートウォッチを，右太
ももはズボンのポケットに入れたスマートフォンを想
定し，それぞれの装着位置の正しさは文献 [13]のよう
な位置検出機能により担保されることを想定している．
また，環境情報はユーザの状況や場所を把握可能にす
るもので，椅子デバイスからのデータや人感センサか
らのデータが該当する．椅子デバイスの使用情報から
はユーザが座位であり作業デスク周辺にいるというこ
とを把握できる．したがって環境情報により，体勢と
主作業部位の情報のみで判断できない作業内容を推定
することが可能になる．
　上記の内容を踏まえた，ユーザの作業内容に適した
ながら運動種目を決定する機能の構成を次の図 6に示
す．この機能は図 5の＊に相当する．

図 6: 作業内容に適したながら運動種目の決定機能の構成
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加速度センサはPCまたはRP3とBluetooth接続し，
データを送信する．送信されたデータを使用して特徴
量を計算し，体勢，主作業部位，環境情報から適切な
運動種目をデータベースから選択しユーザに推薦する．
　環境情報は椅子デバイスに設置した圧力センサの値
によって使用状況を得ることができる．また，人感セ
ンサを設置することによってユーザの場所情報を得る
ことが可能になる．それに加え，IoT家電のような様々
なセンサが搭載されている器具と連携することで，そ
の家電の使用状況や設置場所等の情報を得ることがで
き，ユーザの作業内容を詳細に特定することも可能に
なる [14]．このようにシステムと連携する道具やセン
サは拡張可能であり，環境情報を充実させることで，よ
り高い精度でながら運動の提案を実施することが可能
になる．
　運動種目データベースは，ユーザへの提示情報であ
る「運動種目名」，「実施方法」，「効果がある部位」に加
え，システムが運動種目を決定を行う際に必要な「体
勢」，「実施シチュエーション」を記録し，ながら運動
種目が多数掲載されている書籍 [5]を参考にして作成
する．このデータベースも環境情報と同様に，ながら
運動種目の情報を充実させることで，よりユーザの作
業内容に適したながら運動種目の情報を提示すること
が可能になる．

7.結論
本稿では，ながら運動を促進するためのシステムを
提案した．ケーススタディとして，デスクワーク時に
実施可能なながら運動を促進するためのシステムを用
いて，ながら運動の継続を可能とする提案方法を調査
した．評価実験の結果，ユーザが緊急性の低い作業を
行っている際にながら運動の提案を行うこと，適切な
通知量とタイミングを考慮すること，図表を活用した
端的な内容の提案とフィードバックを実現することが，
ながら運動促進に有効であると判明した．実験から得
られた知見より，ながら運動促進のための基盤システ
ムを改良し，さらにユーザがデスクワーク以外の作業
種目を実施している場合でも適切なながら運動種目を
提案する機能構成を示した．
　今後は，作業内容に適したながら運動種目を提案す
る機能を実装し，評価実験を行った結果から，ながら運
動促進システムの構成をスパイラル状に洗練させてい
く．また，様々なながら運動種目に対するフィードバッ
クを適切に行うための認識方法と，システム全体の認
識精度を向上させるための手法についても検討する．
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